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の 定年者の未払退職金

Q :今期定年に達した従業員の1人が、定

年後も引き続き勤務することになりました。

退職金は、その従業員が実際に退職する時に

支給します。

ところで、退職給与規程では定年時で退職

金の支給額は頭打ちになり、定年時以後の勤

務期間は一切考慮されないことになっていま

す。この場合には、今期に退職金相当額を未

払金として損金に計上できるでしょうか。

A :損金に計上することは認められません。

【解説】

退職給与とは、退職事実に基因して一時に

支給されるものをいいますから、役員、使用

人が在籍している間に支給されるものはこれ

に当たらないことになります◎

しかし、定年に達した後も引き続き勤務す

ることになった場合で、その者について定年

後の会社との身分関係が正規の社員と異なる

こと、あるいは定年後の給料等が大幅に減少

することになるなど実質的に退職があったと

認められる事実があり、その後の退職給与の

計算には既往の在職年数を加味しないことと

されている時は、その支給した金額は退職給

与として取り扱われます。

ただし、これは退職給与を現実に支給した

場合に限られます。

ご質問の場合、退職金の額は確定していて

も、支払いが実際の退職時に行われるのであ

れば、定年に達した日の属する事業年度で損

金に計上することは認められません。


